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平成22年7月2日 

各      位 

会 社 名 株 式 会 社 サ ン オ － タ ス   

   代表者名 代表取締役社長   北 野  俊  

（ＪＡＳＤＡＱ  コード番号 ： ７６２３  ） 

問合先 常務取締役管理本部長 古 川 晴 男 

ＴＥＬ０４５－４７３－１２１１（代表） 

 

定款の一部変更および会計監査人選任ならびに 

監査役会設置に関するお知らせ 
      

平成22年7月2日開催の当社取締役会において、「定款の一部変更の件」と「会計監査人選任の件」を

平成22年7月27日開催予定の当社第59期定時株主総会に付議することを決議いたしました。 

併せて「監査役会」の設置を総会後に行うことを下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１.  定款一部変更の件 

(1) 変更の理由 

 当社は、第59期(平成22年4月期)末において、会社法第2条第6号に定める大会社には該当しておりません

が、株式会社大阪証券取引所の「JASDAQ等における企業行動規範に関する規則の特例」に従い、会計監査

人と監査役会を新設いたします。これに伴う文言を追加し、併せて事業の目的を追加ならびに整理を行う

とともに、その他の文言の修正及び追加箇所等所要の変更を行なうものであります。 

 

(2) 日程 

 定款変更のための株主総会開催予定日 平成22年7月27日(火曜日) 

定款変更の効力発生予定日      平成22年7月27日(火曜日) 
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(3) 定款変更の内容 

 

現 行 定 款 変  更  案 

第１章 総則 

第１条（条文省略） 

(目的) 

当会社は、次の事業を営むことを目的とする。  

1.石油製品及び油脂、塗料の販売 

(新設) 

  

(新設) 

2.自動車の販売及び斡旋業 

3.自動車のレンタル業 

4.自動車部品及び用品の販売 

5.中古自動車の売買及び仲介 

6.自動車の整備、鈑金塗装業 

  

(新設) 

7.音響機器、空調機器、その他電気機械器具の販売、賃

貸及び修理 

8.スポーツ用品、楽器、衣類及び住宅機器の販売 

9.不動産賃貸業 

(新設) 

  

10.損害保険の代理業 

11.自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業 

12.生命保険の募集に関する業務 

13.車検及び自動車用品のローン 

14.機械設備及び自動車のリース業務 

15.コンビニエンス・ストアの経営 

16.酒類、煙草及び喫煙具の販売 

17.米の販売 

18.書籍並びにコンパクトディスク、ビデオ及びレコー

ド等、映像・音楽ソフトの販売 

19.コンパクトディスク、ビデオ及びレコード等、映像・

音楽ソフトのレンタル業 

20.飲食店の経営及び飲食料品の販売 

21.携帯電話及び通信機器の周辺装置の販売 

22.コンピュータ及びコンピュータ周辺装置並びに附属

部品の販売 

23.前各号に関する一切の事業 

 

第３条～第８条（条文省略） 

第１章 総則 

第１条（現行どおり） 

(目的) 

(現行どおり) 

  

1.(現行どおり) 

2.バイオマスエタノール等のバイオ燃料の販売 

3.太陽光発電装置、家庭用燃料電池の販売 

4.(現行どおり) 

5.(現行どおり) 

6.(現行どおり) 

7.(現行どおり) 

8.自動車の整備、鈑金塗装業及び自動車用整備機器の販

売 

9.エンジン洗浄機の販売 

10.(現行どおり) 

  

11.(現行どおり) 

  

12.不動産賃貸業及び管理業 

13.建物内外及び電気設備の総合管理、警備、清掃業務

14.(現行どおり) 

15.(現行どおり) 

  

16.(現行どおり) 

17.(現行どおり) 

18.(現行どおり) 

19.(現行どおり) 

20.(現行どおり) 

21.(現行どおり) 

22.(現行どおり) 

  

 

23.(現行どおり) 

  

24.(現行どおり) 

25.(現行どおり) 

  

26.(現行どおり) 

  

27.(現行どおり) 

 

第３条～第８条（現行どおり） 
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現 行 定 款 変  更  案 

第２章 株式 

(株主名簿管理人) 

(条文省略) 

② 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会

の決議によって選定する。 

  

③(条文省略) 

第10条～第29条(条文省略) 

第２章 株式 

(株主名簿管理人) 

（現行どおり) 

② 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会

の決議によって選定し、公告する。 

③(現行どおり) 

第10条～第29条(現行どおり) 

第５章 監査役 

(監査役の設置) 

第30条 当会社は監査役を置く。 

(監査役の員数) 

第31条 当会社の監査役は、３名以内とする。 

（監査役の選任） 

第32条（条文省略） 

（監査役の任期） 

第33条（条文省略） 

（新設） 

  

 

（新設） 

  

 

  

 

（新設） 

  

 

（新設） 

  

 

  

 

（新設） 

  

 

  

第５章 監査役および監査役会 

(監査役および監査役会の設置) 

第30条 当会社は監査役および監査役会を置く。 

(監査役の員数) 

第31条 当会社の監査役は、５名以内とする。 

（監査役の選任） 

第32条（現行どおり） 

（監査役の任期） 

第33条（現行どおり） 

(常勤監査役) 

第34条 監査役会は、監査役の中から常勤の監査役を選

定する。 

(監査役会の招集通知) 

第35条 監査役会の招集通知は、各監査役に対し、会日

の４日前までに発するものとする。ただし、緊急の必要

があるときは、この期間を短縮することができる。 

（監査役会の決議） 

第36条 監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場

合を除き、監査役の過半数をもって行う。 

(監査役会の議事録） 

第37条 監査役会における議事の経過の要領およびその

結果並びにその他法令で定める事項を議事録に記載又は

記録し、出席した監査役がこれに記名押印又は電子署名

する。 

(監査役会規程) 

第38条 監査役会に関する事項は、法令又は定款に定め

るもののほか、監査役会において定める監査役会規程に

よる。 
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現 行 定 款 変  更  案 

（監査役の報酬等） 

第34条（条文省略） 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(監査役の報酬等) 

第39条（現行どおり） 

（監査役の責任免除） 

第40条 当会社は、取締役会の決議によって、 監査役

（監査役であった者を含む。）の会社法第423条第１項

の賠償責任について法令に定める要件に該当する場合に

は賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除し

て得た額を限度として免除することができる。 

  ② 当会社は社外監査役との間で会社法第423条第

１項の賠償責任を限定する契約を締結することができる。

ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が

規定する額とする。 

(新設) 

 

 

(新設) 

 

 

 

(新設） 

 

 

 

(新設） 

 

 

 

(新設） 

 

 

第６章 計算 

（事業年度） 

第35条（条文省略） 

（期末配当金） 

第36条（条文省略） 

（中間配当金） 

第37条（条文省略） 

（期末配当金等の除斥期間） 

第38条（条文省略） 

第６章 会計監査人 

(会計監査人の設置) 

第41条 当会社は会計監査人を置く。 

（会計監査人の選任） 

第42条 会計監査人は、株主総会の決議によって選任す

る。 

（会計監査人の任期） 

第43条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結

の時までとする。 

  ② 会計監査人は前項の定時株主総会において別段

の決議がされなかったときは、当該定時株主総会におい

て再任されたものとみなす。 

（会計監査人の報酬等） 

第44条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役会

の同意を得て定める。 

 

 

第７章 計算 

（事業年度） 

第45条（現行どおり） 

（期末配当金） 

第46条（現行どおり） 

（中間配当金） 

第47条（現行どおり） 

（期末配当金等の除斥期間） 

第48条（現行どおり） 
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２.  会計監査人設置の件 

(1) 設置の理由 

       総会での議案が承認されますと定款の一部変更により、会計監査人設置会社となりますので、監査役の

同意を得ております会計監査人の候補者は下記のとおりであります。 

 

(2) 会計監査人候補者の概要 

名     称 新日本有限責任監査法人 

主たる事業所 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号日比谷国際ビル 

昭和60年10月  監査法人太田哲三事務所と昭和監査法人が合併し、太田昭和監査

法人となる 

 

昭和61年１月  センチュリー監査法人設立 
沿革 

平成12年４月  太田昭和監査法人とセンチュリー監査法人が合併し、監査法人太

田昭和センチュリーとなる 

平成13年７月  新日本監査法人に名称変更 

平成20年７月  新日本有限責任監査法人となる 

概要 

(平成22年３月31日現在) 

構成人員 

 

 

 

被監査会社数 

資本金 

公認会計士        2,746名 

公認会計士試験合格者   2,081名 

その他          1,629名 

合計           6,456名 

           4,181社 

              787百万円 
 

（注）新日本有限責任監査法人は、現在、当社の金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査を行なっ

ております。 

 

(3) 就任予定日 

       平成22年７月27日（第59期定時株主総会開催日） 

  

 

 

以上 

 

 

 


